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（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局次世代育成課） 

 

２ 児童虐待防止対策の推進  
【提案内容】                     提出先 厚生労働省 
  児童相談所の児童福祉司、児童心理司、保健師、弁護士、医師等の配置

について、国の責任において、十分な確保・育成対策並びに財政措置を講

じること。 

◆現状・課題 
 児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたどってお

り、重篤な児童虐待事案も後を絶たないなど、深刻な社会問題となっている。 

そのため、国においては、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月

20日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）を決定するとともに、「児童虐待防止対策体

制総合強化プラン」（平成30年12月18日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）

を策定し、児童相談所の体制や専門性の強化等に取り組むこととした。 

さらに、「『児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策』の更なる徹底・強化について」

（平成 31 年２月８日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）、「児童虐待防止対策の抜本

的強化について」（平成 31 年３月 19 日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）を決定

し、体罰の禁止や児童相談所の体制強化などを図るための児童福祉法等の改正法案を今国会に

提出している。 

本県では、これまで、児童福祉司や児童心理司等の確保や職員の専門性の向上に取り組んで

きたが、特に虐待相談対応件数も多く、これらの職員の確保・育成が非常に困難であり、国に

おける確保・育成が必要である。 

 

◆実現による効果 
児童相談所の体制及び専門性の強化が図られることにより、児童虐待発生時の迅速・的確な

対応等を確保するとともに、市町村への支援の強化が図られる。 
［本県の保育所等定員数、保育所等利用申請者数及び待機児童数の推移］ 

 
                               

                                 
                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 数値は各年度４月１日時点のもの。  （厚生労働省「保育所等利用待機児童数調査」（H26～30年）を基に作成） 

 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

保育所等定員数(人） 117,745 129,877 138,721 146,073 154,006

保育所等利用申請者数（人） 125,679 136,658 146,266 154,629 161,298

待機児童数(人) 1,079 625 497 756 867
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※ 平成18年4月に横須賀市、平成22年4月に相模原市が県所管から除かれる。

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局子ども家庭課） 

 

３ 子どもの貧困対策の推進 

 

              

生活困窮が強く懸念される
、経済的な支援を実施するとともに、教育、生活及び保護者に対する就

労の各支援施策において、国を挙げた すること。 

また、貧困の状態にある子どもに対する支援施策については、地方の意
見を聴取し、 とするとともに、 する
こと。 

 

子どもの貧困については、その前提として親の貧困があり、非正規雇用の低賃金など、社会
構造全体に及ぶ課題である。特にひとり親家庭は、非正規雇用の割合が高く、本県が実施した
ひとり親家庭アンケート調査結果（平成 28年８月）によると、家族全体の過去１年間の年収と
して、200 万円未満が 44.6％、過去１年間に経済的理由のために公共料金の支払いができなか
った、または滞ったことがあるという回答が 26.9％など、経済的に厳しい状況に置かれてい
る。 
子どもたちが生まれ育った環境によってその将来が左右されることのないよう、また、貧困
が連鎖することのないよう、子育て支援に関する情報提供の充実や子どもの居場所づくりな
ど、子どもの貧困対策を一層推進するため、国を挙げた取組の充実が急務である。 
また、子どもの貧困対策を進めるにあたっては、子どもに身近な市町村による地域の実情に
合わせた取組みや都道府県による広域的な取組みを進めることが重要であり、たとえば対象を
ひとり親家庭の子どもに限定しないなど、活用しやすい柔軟な制度とするとともに、地方への財政
的支援を拡充する必要がある。 
 

 
 子どもの貧困対策の取組の強化により、経済的支援に加え、教育、生活及び保護者に対する就労の
各支援がより一層推進され、「子どもたちが、自分の将来に希望を持てる社会の実現」につながる。 
 

※数値は各年度の平均 （「神奈川県の生活保護」(H30.9)を基に作成） 

 22  23  24  25  26  27  28  

( ) 8,567 8,993 9,106 9,067 9,074 8,848 8,372 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局子ども支援課） 

[ ]  
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